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アンケートの実施結果

• 全市町村のうち、1,273自治体（2025年1月21日時点）から回答を受領した。

【回答のあった自治体数（都道府県別）】

令和６年度 狂犬病予防法に定める犬の登録原簿のシステム整
備に向けた調査事業報告書より一部抜粋
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アンケートの実施結果

• 犬の登録原簿の標準化※を図り、自治体間での原簿データのファイル連携を行う標準化方式の検討に向けて、以下5つの観点に沿って、
アンケート結果を整理した。

①原簿の項目の標準化

②自治体間原簿情報連携方式

③オンライン申請

④原簿反映

⑤将来的なマイクロチップデータ連携
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アンケートの実施結果 ①原簿の標準化

• 「原簿様式の標準化」を実現した場合の懸念事項については、システム整備費用や作業負荷などの懸念があげられた。



4
PwC

• 犬の登録原簿への入力や修正作業の実施主体は自治体職員が約90%で、次いで獣医師会が約6％だった。原簿管
理の仕組み・方法はパッケージソフトが最も多く約60%を占め、Excel・Accessによる管理も合わせて約30%
だった。

アンケートの実施結果 ①原簿の標準化
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• 各自治体が利用しているパッケージソフトの満足度は満足・概ね満足という回答が約半数であった。

アンケートの実施結果 ①原簿の標準化

１．A社

２．B社

３．C社

４．D社

５．E社

１．Aシステム

２．Bシステム

３．Cシステム

４．Dシステム

５．Eシステム
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• パッケージソフト以外での原簿管理における満足度は、自治体独自システムの場合が満足・概ね満足に該当す
る回答が50%強であり、Excel・Accessによる管理の場合は35%程度で低い状況であった。また、その他（業
務委託等）が最も不満・やや不満に該当する回答が少なかった。

アンケートの実施結果 ①原簿の標準化
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アンケートの実施結果 ②自治体間原簿情報連携方式

• 原簿情報の自治体間での連携方式に関しては現状郵送でのやりとりが90％となっている。
• CSV連携やシステムによる連携を実施している自治体はごくわずかだった。（なお、後続のヒアリング調査で実態詳細を確認した結果、CSV
連携やシステム連携を行っているとの回答は全て回答誤りであったことを確認）



8
PwC

アンケートの実施結果 ③オンライン申請

• オンライン申請に対応していない自治体が60%強を占め、オンライン申請に対応している自治体にあっては、対応している業務としては手数
料徴収を伴わない手続きが全体の約90%だった。
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アンケートの実施結果 ④原簿反映

• 原簿への反映方式に関して、マイクロチップ情報登録システムからのダウンロードデータを取り込む機能を有する自治体は20%強であった。
• マイナポータル・ぴったりサービスを使用している自治体では、ぴったりサービスから申請された情報を原簿に取り込む機能を有する自治体は
10%であった。
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アンケートの実施結果 ⑤将来的なMC情報登録システムとの連携の可能性

• 狂犬病予防法の特例制度への参加は全体の約20％となっており、参加を検討する予定もない自治体が最も多く50％強を占めた。
• 特例制度の課題としては、マイクロチップ情報を変更していない場合、実際の犬の情報と一致していない状態が起こる場合がある、との回答
が最も多く、次いで狂犬病予防注射履歴を別途管理する必要がある点や、マイクロチップ情報登録時に自治体側で内容を確認できないた
め、情報が正確ではない場合があることが続いた。


